
（１）概要

（２）歳入歳出補正予算

一般会計3月追加補正予算等の概要について

（令和7年度一般会計補正予算第1号等）

　一般会計は、既定の歳入歳出予算の総額から5億1,524万6千円を減額し、補正後の歳入歳

出予算の総額を328億475万4千円にするものです。

　補正内容は、

◎ 令和6年度国の補正予算（第1号）に伴う補正

　となり、集約の結果、歳入と歳出に差額が生じたため、財政調整基金繰入金を539万円減

額することで収支を調整しています。

　公共下水道事業会計でも同様に、国の補正予算に伴い、収入では総額8,196万3千円を減額

し、支出では総額7,840万円を減額する補正予算となっています。

○国の補正予算に伴う補正（一般会計）

■小学校施設整備改修事業＝△3,976万2千円（教育総務課）
→令和7年度に予算計上している学校施設改修工事に対し、国の補正予算による学校施設
　環境改善交付金の交付決定を受けたことにより、令和6年度に前倒して実施するため、
　減額補正するものです。

【対象工事】校舎LED照明改修（笠懸東小）
【財　　源】△3,838万5千円（①＋②）
　①学校施設環境改善交付金 ･･･△1,338万5千円（教育総務課）※補助率1/3
　②小学校施設整備事業債（合併特例事業債）･･･△2,500万円（財政課）
　　※充当率95％、交付税措置率70％             　　　

【次頁へ続く】

■公共施設等総合管理計画事業＝△3億5,788万5千円（教育総務課）
→令和7年度に予算計上している学校施設改修工事に対し、国の補正予算による学校施設
　環境改善交付金の交付決定を受けたことにより、令和6年度に前倒して実施するため、
　減額補正するものです。

【対象工事】外壁・屋上防水改修（大間々南小、大間々北小）
【財　　源】△3億5,781万3千円（①＋②）
　①学校施設環境改善交付金 ･･･△1億2,531万3千円（教育総務課）※補助率1/3
　②小学校施設整備事業債（過疎対策事業債）･･･△2億3,250万円（財政課）
　　※充当率100％、交付税措置率70％

■中学校施設整備改修事業＝△1億1,759万9千円（教育総務課）
→令和7年度に予算計上している学校施設改修工事に対し、国の補正予算による学校施設
　環境改善交付金の交付決定を受けたことにより、令和6年度に前倒して実施するため、
　減額補正するものです。

【対象工事】校舎LED照明改修（笠懸中、笠懸南中）、食堂渡り廊下改修（笠懸中）
【財　　源】△1億1,365万8千円（①＋②）
　①学校施設環境改善交付金 ･･･△4,105万8千円（教育総務課）※補助率1/3
　②中学校施設整備事業債（合併特例事業債）･･･△7,260万円（財政課）
　　※充当率95％、交付税措置率70％             　　　　



一般会計補正予算(第1号)

○国の補正予算に伴う補正（公共下水道事業会計）

《資本的収入・支出》
■雨水事業建設改良費＝△7,840万円（簡水下水道課）
→令和7年度に予算計上している身無第3雨水幹線管渠埋設工事に対し、国の令和6年度
　補正予算による社会資本整備総合交付金（防災・安全交付金）により工事を令和6年
　度に前倒して実施するため減額補正するものです。

【財　源】△7,840万円（①＋②）
　①社会資本整備総合交付金（防災・安全交付金）･･･△3,920万円（簡水下水道課）
　　※補助率1/2
　②公共下水道事業債･･･△3,920万円（簡水下水道課）
　　※充当率100％、交付税措置率44％ 　　

《収益的収入》
■消費税及び地方消費税還付金＝△356万3千円（簡水下水道課）
→建設改良費の減額に伴い消費税及び地方消費税還付金が減となることから減額
　補正するものです。

△はマイナス（減額）を表しています。

（単位：千円）

会計区分 補正前 補正額 補正後 備　　考

一 般 会 計 33,320,000 △ 515,246 32,804,754

公共下水道事業会計補正予算（第1号）

収入

支出

△ 81,963 1,973,480

2,222,320 △ 78,400 2,143,920

（単位：千円）

会計区分 補正前 補正額 補正後 備　　考

公 共 下 水 道 事 業
2,055,443


